
 
 

施策目標４－１－１ 

平成２６年度実施施策に係る事後評価書 

（文部科学省 26-4-1） 

施策名 大学などにおける教育研究の質の向上 

施策の概要 
大学等の教育研究を支える基盤を強化しつつ、特色ある発展に向けた取組などを支援することや、

事前・事後の評価の適切な役割分担と協調を確保すること等により、大学等の国際化や教育研究

の質の向上・保証を推進する。 
 

達成目標１ 
大学の学士課程を中心とした教育内容・方法等の改善・充実が図られる。 
各大学が、単独で又は連携して、個性・特色を踏まえた人材の育成機能を強化する。 

（復興支援を通じた取組も含む） 

達成目標１の 
設定根拠 

我が国が今後の厳しい時代を乗り越えて、新たな価値を創造しつつ、持続的に発展していくため

の鍵は人材育成にある。そのため、各大学の入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）、

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

をより明確化し、これらに基づき、体系的な教育課程の編成、アクティブ・ラーニング等を用いた

教育方法の改善、成績評価の厳格化、インターンシップの推進等の大学教育の質的転換を進める必

要がある。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

①入学者受入れの方
針を学部段階で定
めている大学の割
合（全部又は一部の
学部で入学者受入
れの方針を定めて
いる大学／全国の
国公私立大学） 

80.4% － 84.9% 83.8% 
精査中 

（27 年 9
月頃公表
予定） 

調査予定 
（28年度
中公表予
定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 84.9%以

上 
83.8%以

上 －  

目標値の
設定根拠 

大学教育の質的転換を進めるに当たり、各大学に入学者受入れの方針（アドミッショ
ン・ポリシー。）の策定が求められている。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
②教育課程編成・実施
の方針を学部段階
で定めている大学
の割合（全部又は一
部の学部で教育課
程編成・実施の方針
を定めている大学
／全国の国公私立
大学） 

55.5% － 72.9% 76.7% 
精査中 

（27 年 9
月頃公表
予定） 

調査予定 
（28年度
中公表予
定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 72.9%以

上 
76.7%以

上 －  

目標値の
設定根拠 

大学教育の質的転換を進めるに当たり、各大学に教育課程編成・実施の方針（カリキ
ュラム・ポリシー）の策定が求められている。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

③学位授与の方針を
学部段階で定めて
いる大学の割合（全
部又は一部の学部
で学位授与の方針
を定めている大学
／全国の国公私立
大学） 

71.1% － 71.1% 76.0% 
精査中 

（27 年 9
月頃公表
予定） 

調査予定 
（28年度
中公表予
定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 71.1%以

上 
76.0%以

上 －  

目標値の
設定根拠 

大学教育の質的転換を進めるに当たり、各大学に学位授与の方針（ディプロマ・ポリ
シー）の策定が求められている。 



 
 

施策目標４－１－２ 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

④履修系統図（カリキ
ュラムマップ、カリ
キュラムチャート）
の活用（履修系統図
を活用している大
学／全国の国公私
立大学） 

26.3% － 26.3% 47.5% 
精査中 

（27 年 9
月頃公表
予定） 

調査予定 
（28年度
中公表予
定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 26.3%以

上 
47.5%以

上 －  

目標値の
設定根拠 

社会のニーズを踏まえた人材育成を行うためには、大学教育で身に付ける力等を明確
にした上で、個々の授業科目等を越えた大学教育全体としてのカリキュラム･マネジメ
ントを確立し、教育課程の体系化･構造化を行うことが求められる。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
⑤プレゼンテーショ
ンやディスカッシ
ョン等の口頭発表
の技法を身に付け
るためのプログラ
ムを実施する大学
の割合（実施する大
学／全国の国公私
立大学） 

62.1% － 69.5% 73.8％ 
精査中 

（27 年 9
月頃公表
予定） 

調査予定 
（28年度
中公表予
定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 69.5% 

以上 
73.8% 
以上 －  

目標値の
設定根拠 大学におけるアクティブ・ラーニング等を用いた教育方法の改善が求められる。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

⑥GPA 制度を導入し
ている大学の割合
（導入している大
学／全国の国公私
立大学） 

45.6％ － 61.5% 66.9% 
精査中 

（27 年 9
月頃公表
予定） 

調査予定 
（28年度
中公表予
定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 61.5% 

以上 
66.9% 
以上 －  

目標値の
設定根拠 

大学において育成すべき力を学生が確実に身に付けるためには、大学教育において「教
員が何を教えるか」よりも「学生が何を身に付けたか」を重視し、厳格な成績評価や
卒業認定等を進めることが重要である。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

24 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

⑦大学・大学院におけ
るインターンシッ
プの実施率（特定の
資格取得に関係し
ないもの） 
インターシップ実
施学校数／全国の
国公私立大学及び
大学院（回答校数） 

69.2％ － 70.5% 69.2% 69.8% 

調査予定 
（28 年 1
月頃公表
予定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 70.5% 

以上 
69.2% 
以上 

69.8% 
以上  

目標値の
設定根拠 

インターンシップは、学生に自己の職業適性や将来設計を考える機会を与え、主体的
な職業選択や高い職業意識の育成を図る教育効果の高い取組であるため。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

－年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

⑧医師・歯科医師等の
高度医療人材養成
数 

－ 335 684 1,318 2,903 7,641 7,529 
S 

年度ごと
の目標値 163 186 1,165 2,653 5,765  

目標値の
設定根拠 

医療の高度化等に対応できる優れた高度専門医療人を養成するための教育体制の充実
を図るとともに、我が国が抱える様々な医療課題を解決し、医療水準を向上させるた
め、大学における研究マインドを持った次世代医療人材を養成する。 



 
 

施策目標４－１－３ 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

26 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

①アクティブ・ラーニ
ング等の教育方法
を導入する等大学
教育の質的転換に
資するプロジェク
ト数（※１） 

44 件 － － － － 46 件 58 件 
A 

年度ごと
の目標値 － － － － 44 件  

目標値の
設定根拠 

教育再生実行会議等で提言された国として進める改革の方向性のうち、アクティブ・
ラーニング等を行う大学等を支援することにより、大学の人材養成機能の抜本的強化
を推進する取組について着実に支援する。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

25 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 26 年度 

②地域課題解決に取
り組む教育研究活
動を支援すること
により、大学等の教
育研究機能の向上
に資するプロジェ
クト数（※２） 

50 件 － － － 52 件 77 件 ― 
A 

年度ごと
の目標値 － － － 50 件 59 件  

目標値の
設定根拠 

大学等が有する様々な資源を活用して、地域が直面している様々な課題解決に取り組
む全学的な教育研究活動を支援することにより、大学等の教育研究機能の向上に資す
るとともに、地域の再生・活性化につなげる取組について着実に支援する。 
※26 年度で補助期間終了 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

24 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 26 年度 

③インターンシップ
の推進等産業界の
ニーズに対応した
人材育成プロジェ
クト数（※３） 

10 － － － － 10 件 10 件 
A 

年度ごと
の目標値 － － 10 件 10 件 10 件  

目標値の
設定根拠 

大学等における地域企業や自治体等と連携した教育プログラムを全国の各地域に普及
するため。 
※26 年度で補助期間終了 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

④医師・歯科医師等の
高度医療人材を養
成するためのプロ
グラム実施数 

23 件 30 件 40 件 80 件 106 件 98 件 89 件 
A 

年度ごと
の目標値 30 件 40 件 80 件 106 件 98 件  

目標値の
設定根拠 

大学等における高度医療人材の養成と大学病院の機能強化を促すため、大学等におけ
る優れた取組を着実に支援する。 
※25 年度及び 26 年度に一部のプログラムの補助期間が終了となっている。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

－年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

⑤大学改革研究委託
事業の成果報告書
公表件数（大学改
革推進委託に係る
もののみ） 

－件 10 件 11 件 5 件 16 件 13 件 10 件 
A 

年度ごと
の目標値 10 件 11 件 5 件 16 件 10 件  

目標値の
設定根拠 

今後の大学改革課題に機動的に対応し、大学改革の一層の推進、教育の質の向上、大
学の構造転換の推進を図るため、継続的に、高等教育施策の企画立案に資する調査研
究を実施する必要がある。 

参考指標 
基準値 実績値 

 －年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 
①被災地の大学を中

心として、地域復
興のセンター的機

－ － 14 件 14 件 14 件 14 件 



 
 

施策目標４－１－４ 

能を整備し、地域
復興の担い手養成
等を推進するプロ
グラム数（※４） 

施策・指標に関するグラフ・図等 

－ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 26 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 27 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

独立行政法人国立大学財務・経営セン
ター運営費交付金に必要な経費 

（平成 26 年度） 
306 
（306） 301 0135 

大学教育再生加速プログラム 
（平成 26 年度） 

1,004 
（875） 1,167 0146 

地（知）の拠点整備事業 
（平成 25 年度） 

3,431 
（2,806） 0 0145 

大学間連携共同教育推進事業 
（平成 24 年度） 

2,438 
（2,434） 2,190 0138 

産業界のニーズに対応した教育改善・
充実体制整備事業 
（平成 24 年度） 

1,868 
(1,848) 0 0139 

0148 

高度医療人材養成機能の充実 
（平成 21 年度） 

5,393 
（5,383） 4,258 0128 

0129 
国立大学改革強化推進事業 

(平成 24 年度) 
13,800 
（18,717） 12,600 0141 

国立大学改革基盤強化促進事業 
(平成 23 年度) 

4,800 
（6,993） 4,200 0142 

国立大学法人における設備等の整備 
(平成 24 年度) 

6,600 
（24,617） - 0143 

情報技術人材育成のための実践教育ネ
ットワーク形成事業 
（平成 24 年度） 

492 
（492） 394 0140 

高等教育改革の総合的な推進等（大学
等における教育改革に必要な経費）（平

成 13 年度） 
79 の内数 
（66 の内数） 76 の内数 0127 

大学改革研究委託事業 
（平成 26 年度） 

86 
(55) 86 0130 

国立大学法人等施設事務経費 
（平成 16 年度） 

24 
（20） 26 0123 

大学等施設の整備に係る基準等の策定
等 

（平成 16 年度） 
7 
（6） 5 0124 

国立大学法人施設整備（文教施設費） 
（平成 16 年度） 

48,690 
（142,534） 

48,690 
 

0125 
 

国立大学法人施設整備（文教施設費） 
（復興関連事業） 
（平成 23 年度） 

3,389 
（10,955） 3,769 0126 

国立大学法人施設整備（大型特別機械
整備費等（最先端等）） 

（平成 16 年度） 
11,747 
（11,746） 3,597 0144 

独立行政法人国立高等専門学校機構運
営費交付金に必要な経費 

（平成 16 年度） 
62,134 
（62,134） 62,004 0134 

国立大学法人船舶建造に必要な経費 
（平成 16 年度） 

3,154 
（5,296） 3,136 0136 



 
 

施策目標４－１－５ 

国立大学法人運営費交付金に必要な経
費 

（平成 16 年度） 
1,112,268 
（1,112,268） 1,094,546 0137 

達成目標１に関する 
特記事項 

成果指標の実績値の把握においては、根拠となる調査の項目が多岐にわたり、また、全大学を対
象とするものであるため、各大学における調査・集計及び文部科学省における集計・確認に一定
の日数を要する。そのため、調査対象年度の翌年度に当たる調査実施年度の欄に調査対象年度の
実績値を記入している。 
※１大学教育再生加速プログラムにおける取組を指す。（本事業は、文部科学省があらかじめ示す
これまでの教育改革実績値を申請の要件とし、教育再生実行会議等で示された新たな方針に対し
て取り組む大学を支援し、改革を加速させる取組である。） 
※２地（知）の拠点整備事業における取組を指す。（本事業は、大学等が有する様々な資源を活用
して、地域が直面している様々な課題解決に取り組む全学的な教育研究活動を支援することによ
り、大学等の教育研究機能の向上に資するとともに、地域の再生・活性化につなげる取組である。） 
※３産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業【テーマＡ】における取組を指す。（本
事業は、地域における大学等がグループを形成して産業界との間に産学協働のための連携会議を
設置することを申請の要件とし、産業界のニーズに対応した人材育成に取り組む大学グループを
支援し、教育の改善・充実を図る取組である。） 
※４大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業における取組を指す。 

 

達成目標２ 
国公私立大学を通じた競争的環境の下で、明確な人材養成目的に基づき、個々の専
門分野の枠を超えた組織的な指導体制で展開される体系性・一貫性のある教育に基
づいた大学院教育を確立する。 

達成目標２の 
設定根拠 

世界が優れた知恵で競い合う時代に、専門分化した膨大な知識の全体を俯瞰（ふか
ん）しながら、イノベーションにより社会に新たな価値を創造し、人類社会が直面
する課題を解決に導くために、国際社会でリーダーシップを発揮する高度な人材が
不可欠となっており、そのような人材を戦略的に輩出していくため、体系的な教育
を展開する教育・研究指導体制を備え、質の保証された博士課程教育の充実が急務
である。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

①博士課程修了者の
産学官への就職率 

66.8% － 66.8% 65.7% 65.9% 
調査予定 
（27 年

12 月末） 
前年度 
以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 66.8% 

以上 
65.7% 
以上 

65.9% 
以上  

目標値の
設定根拠 産官学の中核的な人材として活躍する高度な人材を養成する。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

①社会をけん引する
リーダーを養成す
るための専門分野
を超えた教育プロ
グラム実施数（※
１） 

20 件 － 20 件 44 件 62 件 62 件 62 件 
－ 年度ごと

の目標値 － － 20件以上 44件以上 －  

目標値の
設定根拠 

グローバル化や知識基盤社会が進展する中、イノベーションにより社会に新たな価値
を創造し、人類社会が直面する課題を解決に導くために、広く産学官にわたって国際
社会でリーダーシップを発揮する高度な人材が不可欠となっており、そうした人材の
養成へのニーズの高まりに応え、「リーディング大学院」の形成を促進していくことが
急務である。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

②事業により経済的
支援を受ける博士
課程学生数（※２） 

86 人 － 86 人 534 人 1,074 人 
調査予定 
（27 年

12 月末） 
前年度 
以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 86人以上 534 人 

以上 
1,074 人 
以上  



 
 

施策目標４－１－６ 

目標値の
設定根拠 

意欲と能力ある学生が、将来の見通しを持って、経済的な不安を抱えることなく大学
院を選択し、充実した大学院教育を受けることができる環境を整備することが必要で
ある。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

－年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

③インターンシップ
実施率（※３） 

 （リーディングプロ
グラムにおいてイ
ンターンシップを
実施しているプロ
グラム数／全プロ
グラム数） 

－ － 0% 22.7% 54.8% 
調査予定 
（27年１
2月末頃） 

前年度 
以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － － 22.7％ 

以上 
54.8％ 
以上  

目標値の
設定根拠 

特に博士課程においては、修了者が社会の様々な分野で活躍するような多様なキャリ
アパスが十分に開かれているとは言い難く、多様なキャリアパスに対応した大学院教
育を推進するためには、実践的なインターンシップの実施など、知識を実際に活用し
ていく訓練等の機会を充実させることが必要である。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

④主専攻分野以外の
授業科目の体系的
な履修の実施率（※
４） 

 （実施している専攻
数／全国の大学院
専攻数） 

29.9% － 29.9% 31.8% 32.6% 
調査予定 
（27年１
2月末頃） 

前年度 
以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 29.9% 

以上 
31.8% 
以上 

32.6% 
以上  

目標値の
設定根拠 

大学院学生に対し、明確な人材養成の目的に基づき、高度な専門的知識・能力に加え、
俯瞰的なものの見方や専門応用能力等を体系的に身に付けさせるような大学院教育の
充実が必要である。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

⑤研究プロジェクト
の企画・マネジメン
ト能力を養う科目
の設置率（※４） 

 （設置している専攻
数／全国の大学院
専攻数） 

22.5% － 22.5% 23.6% 27.0% 
調査予定 
（27年１
2月末頃） 

前年度 
以上 

－ 
年度ごと
の目標値 － － 22.5% 

以上 
23.6% 
以上 

27.0% 
以上  

目標値の
設定根拠 

将来の研究リーダーや国際社会など多様な場で活躍できる研究者の育成の観点から、
例えば、研究企画書の作成等を含めた研究プロジェクトの企画・マネジメント能力な
どの涵養（かんよう）に努めていくことが重要である。 

施策・指標に関するグラフ・図等 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
                               当該年度の博士課程修了者のうち 
                               就職した者の人数÷全修了者数 

                               出典：学校基本調査 
 
 

博士課程修了者の就職率の推移 
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施策目標４－１－７ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 26 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 27 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

博士課程教育リーディングプログラム 

（平成 23 年度） 
18,538 
（18,515） 17,756 0131 

高等教育改革の総合的な推進等（大学
等における教育改革に必要な経費）（平

成 13 年度）（再掲） 
79 の内数 
（66 の内数） 76 の内数 0127 

達成目標２に関する 
特記事項 

※１ 博士課程教育リーディングプログラムにおける取組を指す。 
※２ 博士課程教育リーディングプログラムにおける奨励金受給学生数を指す。 
※３ 博士課程教育リーディングプログラムにおける実施率を指す。 
※４ 全専攻における実施率を指す。（大学振興課調べ） 

 

達成目標３ 大学の国際競争力を強化し、国際的に活躍できる人材を育成する。 

達成目標３の 
設定根拠 

グローバル化が加速する中では、日本人としてのアイデンティティや日本の文化
に対する深い理解を前提として、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・
積極性、異文化理解の精神等を身に付けて様々な分野で活躍できるグローバル人材
の育成が重要である。 
このため，「社会を生き抜く力」の確実な養成を前提とし，英語をはじめとする外

国語教育の強化，大学生等の留学生交流・国際交流の推進，大学等の国際化のため
の取組への支援を実施するとともに，意欲と能力ある全ての日本の若者に，留学機
会を実現させる。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

①大学間交流協定等
に基づく日本人学
生の海外派遣数 

24,508 人 28,804 人 36,656 人 43,009 人 45,082 人 
調査予定 
（28 年 8
月頃公表
予定） 

前年度 
実績以上 

－ 
年度ごと
の目標値 

23,988 人
より増 

28,804 人
より増 

36,656 人
より増 

43,009 人
より増 －  

目標値の
設定根拠 

単位認定等質の保証を伴った海外留学者数として、大学間交流協定等に基づく海外派
遣数を指標とし、対前年度海外派遣数増を目標値とする。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

②我が国の大学にお
ける外国人教員比
率 

3.5% 3.7% 3.7% 3.7% 4.0% 4.0% 前年度 
実績以上 

A 
年度ごと
の目標値 

3.4% 
より増 

3.7% 
より増 

3.7% 
より増 

3.7% 
より増 

4.0% 
より増  

目標値の
設定根拠 

外国人教員比率を向上させ、大学の国際化を推進することで世界水準の教育研究拠点
の確立を目指す。そのため、組織の国際化指標として代表的な外国人教員比率の向上
を目標値とする。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

24 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 32 年度 

③我が国が受け入れ
て い る 留 学 生 数
（※） 

137,756
人 

141,774
人 

138,075
人 

137,756
人 

135,519
人 

139,185
人 

300,000
人 

A 
年度ごと
の目標値 － －  － 137,756

人より増 
135,519
人より増  

目標値の
設定根拠 

外国人留学生の受入を増加させ、大学の国際化を推進することを目指す。そのため、
対前年度留学生数増を目標値とする。 



 
 

施策目標４－１－８ 
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活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

24 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

①「経済社会の発展を
けん引するグロー
バル人材育成」事業
採択大学の海外留
学経験者数 

20,368 人 － － 20,368 人 21,806 人 25,257 人 前年度 
実績以上 

A 
年度ごと
の目標値 － － － 20,368 人

より増 
21,806 人
より増  

目標値の
設定根拠 事業が着実に進展している場合、海外留学経験者は対前年度比で増加する。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 25 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

②「経済社会の発展を 
けん引するグロー
バル人材育成」事
業における卒業時
の外国語レベルを
満たす学生数 

6,473 人 － － － 5,550 人 6,385 人 前年度 
実績以上 

A 
年度ごと
の目標値 － － － － 5,550 人 

より増  

目標値の
設定根拠 

事業が着実に進展している場合、卒業時の外国語レベルの達成目標の到達率は対前年
度比で増加する。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 24 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

③「経済社会の発展を 
けん引するグロー
バル人材育成」事
業採択大学の外国
語による授業科目
の実施率 

5.2% － － 5.2% 6.3% 6.9% 前年度 
実績以上 

A 
年度ごと
の目標値 － － － 5.2% 

より増 
6.3% 
より増  

目標値の
設定根拠 

事業が着実に進展している場合、外国語による授業科目の実施率は対前年度比で増加
する。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

④大学の世界展開力
強化事業による交
流人数（派遣/受入） 

314 人 
/138 人 － 314 人 

/138 人 
1,355 人 
/799 人 

1,895 人 
/1,500 人 

2,440 人 
/1,854 人 

前年度 
実績以上 

A 
年度ごと
の目標値 － － 

314 人 
/138 人 
より増 

1,355 人 
/799 人 
より増 

1,895 人 
/1,500 人
より増 

 

目標値の
設定根拠 事業が着実に進展している場合、交流人数（派遣/受入）は対前年度比で増加する。 

施策・指標に関するグラフ・図等 
 
（大学間協定に基づく日本人留学生の留学状況 

（年） 

（人） 

大学間協定に基づく日本人学生の 

留学は増加している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞（独）日本学生支援機構 

「協定等に基づく日本人学生留学状況調査」 



 
 

施策目標４－１－９ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 26 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 27 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

大学の世界展開力強化事業 
（平成 23 年度） 

2,784 
（2,870） 2,363 0132 

スーパーグローバル大学等事業 
（平成 26 年度） 

9,900 
（9,831） 8,677 0147 

高等教育改革の総合的な推進等（大学
等における教育改革に必要な経費）（平

成 13 年度）（再掲） 
79 の内数 
（66 の内数） 76 の内数 0127 

達成目標３に関する 
特記事項 ※大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、準備教育課程の留学生数 

 

 

達成目標４ 事前・事後の評価の適切な役割分担に基づき、各大学の継続的な教育研究の質の向
上を図る。 

達成目標４の 
設定根拠 

高等教育の質に着目する場合、事前評価としての行政による設置認可と事後評価

としての評価機関による第三者評価を言わば両輪とした、質の保証が必要であり、

事前・事後の評価の関係については、双方の適切な役割分担と協調を確保すること

が重要とされているため。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

20 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 毎年度 

 
 
①認可による大学等
の設置件数におけ
る設置初年度の設
置計画履行状況等
調査実施の割合 

100% 100% 100% 100% 100% 100％ 100％ 

A 
年度ごと
の目標値 100% 100% 100% 100% 100％  

目標値の
設定根拠 

認可申請案件については大学設置・学校法人審議会による審査が実施されるが、設

置計画履行状況等調査の実施を前提として、完成年度までの詳細な設置計画が提出さ

れることから、設置初年度の同調査の実施割合が 100％であれば、大学等の設置認可

制度が適切に運用されていると判断される。 
なお、設置初年度の調査実施状況を評価対象とすることから、目標年度については毎

年度とし、毎年度の数値が目標値に達することをもって評価する。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

23.4.1 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 29 年度 

②大学機関別 
認証評価実施数 

（大学・短期大学） 
 
上段：当該年度の実施数 
下段： 
（ ）内は 16 年度から当
該年度までの合計 
【 】内は 23 年度から当

該年度までの合計 

0 校 268 校 
(1,078 校) 

51 校 
【51 校】 

83 校 
【134
校】 

136 校 
【270
校】 

205 校 
【475
校】 

1,078 校
（23~29
年度まで
の合計） S 

年度ごと
の目標値 268 校 43 校 62 校 100 校 149 校  

目標値の
設定根拠 

全ての国公私立の大学が政令で定める期間（大学等は７年以内、専門職大学院は５年
以内）ごとに適切に認証評価を受けていることを確認することで、大学における教育
研究の質の向上が図られているか確認できるため。 



 
 

施策目標４－１－１０ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 26 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 27 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

大学設置認可制度 

（平成 17 年度） － － － 

認証評価制度 
（平成 16 年度） 

－ － － 

高等教育改革の総合的な推進等（大学
等における教育改革に必要な経費）（平

成 13 年度）（再掲） 
79 の内数 
（66 の内数） 76 の内数 0127 

達成手段 
（諸会議・研修等） 

名 称 
（開始年度） 概 要 担当課 

（関係課） 

設置計画履行状況等調査 
（平成 17 年度） 

大学の設置認可や届出の後において、認可時の留意事項への対応状況及び

教員の就任状況など設置計画の履行状況等についての報告を求め、その状

況に応じて必要な指導・助言を行うことにより、設置計画の確実な履行を

担保する。 

高等教育 
企画課 

認証評価制度 
（平成 16 年度） 

国公私の全ての大学、短期大学、高等専門学校は、定期的に、文部科学大

臣の認証を受けた評価機関（認証評価機関）による評価（認証評価）を受

けることが義務付けられている。 
①大学等の総合的な状況の評価 （いわゆる機関別認証評価） 
  大学等の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況について評価 
（7 年以内ごと）  

②専門職大学院の評価（いわゆる分野別認証評価）  
  専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について 
評価（5 年以内ごと） 

高等教育 
企画課 

関連する独立行政法人の事業 

名 称 
（開始年度） 

平成 26 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 27 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

独立行政法人大学評価・学位授与機構

運営費交付金に必要な経費 
（平成 16 年度） 

1,250 
( 1,250 ) 1,563 0133 

達成目標４に関する 
特記事項 － 

 
 
 
 
 
 
 



 
 

施策目標４－１－１１ 

施策に関する評価結果 
目標達成度合い

の測定結果 
目標超過達成／目標達成／相当程度進展あり／進展が大きくない／目標に向かっていない 

総括的な分析 

 項 目 説明・根拠 

必要性 

広く国民にニーズがあるか。国民の

利益に資する施策か。 
グローバル化の進展など社会構造の変化や少子高

齢化が進む中、我が国が今後も世界に伍（ご）し

て発展していくためには、教育再生により一人一

人の力を最大限に高めていくことが不可欠であ

る。特に、「知的基盤社会」と言われる 21 世紀に

おいては、社会の様々な分野で活躍できる高度人

材の育成を担う高等教育の役割が極めて重要であ

り、高等教育の危機は社会の危機であると言え、

大学等の教育研究の質の向上は、極めて必要性が

高い。 

国が実施しなければ、施策目的を達

成できないか。 

明確に政策目標の達成手段として位

置付けられるか。 

効率性 

施策の実施は、その目的に即して必

要なものに限定されているか。 
国公私立大学を通じた競争的な環境下で、大学の

組織的な教育改革に関する新たな取組や社会的要

請に対応した取組を支援し、そこで得られた成果

を広く一般に普及させることにより、教育の質の

向上・保証を促すための重要な役割・機能を効率

的に果たしている。 

他省庁や、地方自治体、民間団体と

の必要な連携が図られているか。 

他の施策との重複はないか。 

有効性 

施策の実施に当たって他の手段・方

法が考えられる場合、それと比較し

てより効果的に実施できているか。 

学士課程教育（達成目標１）においては、先進的

な取組の支援・普及により、大学教育の質的転換

や、大学の人材育成機能の強化が着実に進められ

ている。 
大学院教育（達成目標２）においては、定量的な

目標値を設定した上で、当該目標値に対する達成

度の把握を行い、着実な向上に向けて取り組んで

いる。 
大学の国際競争力の強化と国際的に活躍できる人

材の育成（達成目標３）においては、活動指標の

実績は、おおむね目標に見合ったものであり、成

果指標に反映されている。 
教育研究の質の向上（達成目標４）については、

事前・事後の評価により大学等の質の維持・向上

を図っている。 

施策実績は目標に見合ったものか。 

活動指標の実績が成果指標の実績に

反映されているか。 

施策に係る問題点・今後の課題 次期目標・今後の施策等への反映
の方向性 

具体的な内容 
（概算要求・機構定員要求・法令

改正・税制改正要望等） 

①成果目標や活動指標における実績値

はおおむね伸びつつある。今後は高

大接続改革も踏まえ、各大学におけ

る全学的な教学マネジメントによる

大学教育の質的転換を推進する必要

がある。 

高大接続改革も踏まえながら、教育内

容・方法等の改善・充実に向けて全学

的に取り組む大学を支援し、大学教育

の質的転換を推進する。 

＜新規要求・拡充事業(同額も含む)＞ 
・高大接続改革推進プログラム（新規） 

平成 28 年度概算要求額：3,000 百万円 
＜法令改正＞ 
・大学教育の質的転換を断行するため、

省令改正により三つのポリシーの策

定・公表を各大学に義務付けること

を検討 
②達成目標に対する手段として掲げる

事業の開始に伴い、成果指標や活動

指標における実績値は、おおむね伸

びつつある。今後も、引き続き実績

値の把握に努め、体系性・一貫制の

ある教育に基づいた博士課程教育の

構築支援等に取り組む。 
 

それぞれの指標の目標達成に向け、体

系的な博士課程教育の構築等の取組を

支援し、大学院教育の実質化を推進す

る。 

中央教育審議会において大学院教育の

在り方についての審議を取りまとめ、

これを受けて平成 28 年度中に第３次

大学院教育振興施策要綱（大臣決定）

を策定。 



 
 

施策目標４－１－１２ 

③成果目標や活動指標における実績値

はおおむね伸びつつある。特に、留

学生 30 万人計画の実現に向けて、受

け入れる留学生数の増加が必要であ

る。 

それぞれの指標の目標達成に向け、大

学教育のグローバル展開力やグローバ

ル人材育成の強化を図る。 

＜新規要求・拡充事業(同額も含む)＞ 
・スーパーグローバル大学等事業  
平成 28 年度概算要求額:8,677 百万円 
・大学の世界展開力強化事業  
平成 28 年度概算要求額:2,370 百万円 
・大学等の海外留学支援制度の充実 

平成 28 年度概算要求額:9,941 百万円 
・外国人留学生奨学金制度の充実  
平成 28 年度概算要求額:24,932 百万円 

④達成目標に対する手段として掲げる

成果指標の実績値等は概ね当所の計

画どおり実施できている。今後も引

き続き、大学教育の質の維持・向上

に向けて取り組む。 

引き続き、目標達成に向け事前・事後

の評価の適切な役割分担に基づき、目

標達成に向けて教育研究の質の維持・

向上を図る。 

大学設置認可及び認証評価の適切な連

携が図られるよう、制度の改善につい

て中央教育審議会において検討を実

施。 

 
施策の予算額・執行額 

（※政策評価調書に記載する予算額） 
 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度要求額 

予算の状況 
【千円】 

上段：単独施策に係る予算 
下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

125,281,320 
ほか復興庁一括 

計上分 1,449,998 

123,546,467 
ほか復興庁一括 

計上分 1,152,554 

124,221,960 
ほか復興庁一括 

計上分 1,023,395 

136,770,249 
ほか復興庁一括 

計上分 0 
＜1,162,912,759＞ 

ほか復興庁一括 
計上分<1,060,713> 

＜1,175,929,482＞ 
ほか復興庁一括 

計上分<3,610,862> 

＜1,157,560,201＞ 
ほか復興庁一括 

計上分<529,220> 

＜1,212,823,557＞ 
ほか復興庁一括 

計上分<773,092> 

補正予算 

12,100,000 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

6,600,000 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

0 
ほか復興庁一括 

計上分 0  
＜56,835,035＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜19,387,975＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜0＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

繰越し等 

19,923,753 
ほか復興庁一括 

計上分 0 

11,382,862 
ほか復興庁一括 

計上分 0   
＜159,515,050＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

＜106,313,727＞ 
ほか復興庁一括 

計上分＜0＞ 

合 計 

157,305,073 
ほか復興庁一括 

計上分 1,449,998 

141,529,329 
ほか復興庁一括 

計上分 1,152,554   
＜1,379,262,844＞ 

ほか復興庁一括 
計上分<1,060,713> 

＜1,301,631,184＞ 
ほか復興庁一括 

計上分<3,610,862> 

執行額 
【千円】 

156,722,623 
ほか復興庁一括 

計上分 1,449,998 

140,676,005 
ほか復興庁一括 

計上分 1,152,554   
＜1,376,396,971＞ 

ほか復興庁一括 
計上分<1,060,713> 

＜1,301,380,263＞ 
ほか復興庁一括 

計上分<3,610,862> 
施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 

名 称 年月日 関係部分抜粋 

第２期教育振興基本計画 
平成 25 年 
6 月 14 日 

第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策 

Ⅰ 四つの基本的方向性に基づく方策 

１．社会を生き抜く力の養成 

（２）主として高等教育段階の学生を対象にした取組 

（４）生涯の各段階を通じて推進する取組 

成果目標４（社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成等） 

２．未来への飛躍を実現する人材の養成 

成果目標５（社会全体の変化や新たな価値を主導・創造する人材等の 

養成） 



 
 

施策目標４－１－１３ 

４．絆（きづな）づくりと活力あるコミュニティの形成 

成果目標８（互助・共助による活力あるコミュニティの形成） 

Ⅱ 四つの基本的方向性を支える環境整備 

基本施策２６ 大学におけるガバナンス機能の強化 

基本施策２７ 大学等の個性・特色の明確化とそれに基づく機能の 

強化（機能別分化）の推進 

http://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/06/1

4/1336379_02_1.pdf 

経済財政運営と改革の基本

方針 2014 について 

平成 26 年 
6 月 24 日 

第２章 経済再生の進展と中長期の発展に向けた重点課題 

１．女性の活躍、教育再生を始めとする人材力の充実・発揮 

（２）教育再生の実行とスポーツ・文化芸術の振興 

（３）複線的なキャリア形成の実現など若者等の活躍 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2014/2014_basicpolicies.p

df 

日本再興戦略 
平成25年 
6月14日 

第Ⅱ．三つのアクションプラン 

一．日本産業再興プラン 

２．雇用制度改革・人材力の強化 

⑤若者・高齢者等の活躍推進 

⑥大学改革 

⑦グローバル化等に対応する人材力の強化 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/saikou_jpn.pdf 

「日本再興戦略」改訂 2014
－未来への挑戦－ 

平成 26 年 
6 月 24 日 

第二 三つのアクションプラン 

 ２－３．大学改革/グローバル化等に対応する人材力の強化 

  （３）新たに講ずべき具体的施策 

       ①大学改革の着実な実施と更なる改革の実現に向けた取組 

②グローバル化等に対応する人材力の育成強化 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/honbunJP.pdf 

政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 
【達成目標１】 
  ①～⑥「大学における教育内容等の改革状況について」（平成 25年 11 月 7 日 文部科学省） 
  ⑦「大学等における平成 23 年度のインターンシップ実施状況について」 

（平成 25年 6月 28 日 文部科学省） 
「大学等における平成 24年度及び平成 25 年度のインターンシップ実施状況について」 

（平成 27年 3月 26 日 独立行政法人日本学生支援機構） 
⑧高度医療人材養成機能の充実のための事業における養成人数 

⑨大学教育再生加速プログラムにおける採択件数 
⑩地（知）の拠点整備事業における採択件数 
⑪産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業【テーマ A】における採択件数 
⑫高度医療人材養成機能の充実のための事業における採択件数 

⑬大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業における採択校数 
【達成目標２】 
  ①～③、⑤ 「博士課程教育リーディングプログラム」に関する調査（作成：文部科学省／調査対象：

博士課程教育リーディングプログラム平成 23 年度、24 年度採択、25 年度採択の 62
プログラムを対象とした調査結果） 

④「博士課程教育リーディングプログラム」に関する調査(作成：文部科学省／調査対象：博士課程 
教育リーディングプログラム平成 23 年度、24 年度採択、25 年度採択の 62 プログラムを対象 
とした調査結果）及び「卓越した大学院拠点形成支援補助金」実績報告書 

【達成目標３】 
  ①日本学生支援機構 平成 24 年度「協定等に基づく日本人留学状況調査」 
  ②平成 25年度学校基本調査 

③日本学生支援機構 平成 25年度外国人留学生在籍状況調査 
④⑤⑥「経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援」事業に関する調査 

（作成：文部科学省／調査対象：採択 42 大学） 
⑦大学の世界展開力強化事業に関する調査（作成：文部科学省／調査対象：採択 60プログラム） 

【達成目標４】 
  ①設置計画履行状況等調査の実施割合 
  ②大学機関別認証評価実施数 
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有識者会議での 
指摘事項 

○「達成目標２の活動指標③について、よりインターンシップ実施の質を測るこ
とができる指標を設定していただきたい。」（髙祖敏明委員） 

○「達成目標３の成果指標②に関連して、海外における日本人の学位取得数等、
より質的に国際的に活躍できる人材が育成されていることを示す指標を検討
していただきたい。」（髙祖敏明委員） 

 

主管課（課長名） 高等教育局高等教育企画課（森田正信） 

関係課（課長名） 
高等教育局大学振興課（塩見みづ枝）、同局専門教育課（北山浩士）、同局医学教

育課（寺門成真）、同局学生・留学生課（渡辺正実）、同局国立大学法人支援課（豊

岡宏規） 
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